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６南監第１３号

令和６年４月１５日

南丹市長 西村 良平 様

南丹市監査委員 川 通夫

南丹市監査委員 木村 裕

令和５年度定期監査報告について

地方自治法第１９９条第４項の規定に基づく定期監査を実施し、監査の結果に関する

報告を決定しましたので、同条第９項の規定により次のとおり提出します。

記

１.監査年月日 令和５年８月２２日から令和６年３月２５日まで

２.監査執行者 南丹市監査委員 川 通夫

南丹市監査委員 谷尻 昌史

南丹市監査委員 木村 裕

３.監査対象部課 市 長 公 室 企画財政課、秘書広報課

総 務 部 総務課、人事課、税務課、監理課、危機管理対策室

地域振興部 情報課、地域振興課、市民協働室

市 民 部 市民課、環境課、人権政策課

福祉保健部 福祉相談課、社会福祉課、高齢福祉課、

子育て支援課、保健医療課、地域医療室

農林商工部 農業推進課、農山村振興課、商工課、観光交流室

土木建築部 都市計画課、道路河川課、営繕課

上下水道部 経営総務課、上水道課、下水道課

教育委員会 教育総務課、学校教育課、社会教育課

出納課、議会事務局、農業委員会事務局、監査委員事務局
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４．監査の対象

主要事務・事業並びに修繕料については一件 100 万円以上、委託料については一

件 100 万円以上、指定管理委託料については一件 1,000 万円以上、工事請負費につ

いては一件 500 万円以上、備品購入費については一件 50 万円以上、負担金、補助

金及び交付金については一件 20 万円以上、公有財産購入費、補償、補填及び賠償

金については一件 100 万円以上の事業に係る財務に関する事務の執行を監査の対

象とした。

５．監査の実施内容

所管課ごとに事前に提出された資料に基づき、監査対象事業の執行状況等を聴取

するとともに関係書類の提示を求め、収入事務、支出事務、契約事務等の財務に関

する事務の執行が、適正に行われているかどうかを着眼点として監査を実施した。

また、抽出により支出状況を事前に調査し、事務処理に誤りが無いかについても

調査した。

６. 監査の結果

実 施 日 令和５年８月２２日

対 象 課 人権政策課 市民課 環境課

実 施 日 令和５年９月８日

対 象 課 教育総務課 学校教育課 社会教育課

実 施 日 令和５年９月２５日

対 象 課 企画財政課 秘書広報課

実 施 日 令和５年１０月１２日

対 象 課 経営総務課 上水道課 下水道課

実 施 日 令和５年１０月２４日

対 象 課 監理課 危機管理対策室 議会事務局

実 施 日 令和５年１１月１５日

対 象 課 税務課 総務課 人事課
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実 施 日 令和５年１１月２７日

対 象 課 都市計画課 道路河川課 営繕課

実 施 日 令和５年１２月２５日

対 象 課 商工課 観光交流室

実 施 日 令和６年１月１５日

対 象 課 地域医療室 保健医療課 福祉相談課

実 施 日 令和６年１月２５日

対 象 課 農業推進課 農山村振興課

実 施 日 令和６年２月１３日

対 象 課 高齢福祉課 社会福祉課 子育て支援課

実 施 日 令和６年２月２６日

対 象 課 情報課 地域振興課 市民協働室

実 施 日 令和６年３月２５日

対 象 課 農業委員会事務局 出納課 監査委員事務局

所定の調書等に基づき説明を受け監査を行った結果、各課定期監査時点における特段

の指摘事項はなく、適正に事務の執行がなされているものと認められた。

子育て支援課において保育料の過大徴収（2020年度から 2022年度）が発覚した件
について確認した結果、制度の理解不足と確認不足が原因とのことであった。

このことは組織全体において共通することであり、どの部署においても注意し対応す

べきこととして常に肝に銘じて適正な事務執行を願いたい。


